
市町における包括的支援体制の整備に関する
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包括的な支援体制の整備

R7.3厚生労働省社会・援護局関係主管課長会議資料から



3R7.6.9包括的支援体制構築市町会議 厚労省説明資料

包括的な支援体制の整備



4R7.3厚生労働省社会・援護局関係主管課長会議資料から

重層的支援体制整備事業
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「地域共生社会の在り方検討会議」中間とりまとめから（抜粋）

 
検討会議での意見等

 

　対応の方向性

 

■重層的支援体制整備事業は１つの手段であり、この事業を使わない市町村には違う支
 援の方法があっても良い
■包括的な支援体制の整備が相談支援の包括化の範囲にとどまって理解されているこ
 とが多く、地域づくりまで実施できていないのではないか
■地域づくりにはそれを担う人材の確保が鍵であり、地域づくりの取組には、各省庁、
 各分野の幅広い関わりが視野に入る。
■包括的な支援体制の整備に当たっては、国の支援だけではなく、都道府県の後方支
 援を一層強化する必要がある。

■全ての市町村に対して、国・都道府県による伴走支援を行うとともに、市町村の実情
 に応じた体制整備の支援を行う必要がある。
■生活困窮者自立支援制度を中心に既存制度を活用する中で連携体制の強化により体制
 を構築する方法（「既存制度活用アプローチ」）と、過疎地域等における柔軟な仕組
 みにより包括的な相談支援や地域づくりを構築する方法（「機能集約型アプロー
 チ」）により推進していく必要がある。
■地域づくりに関しては、他分野のまちづくり等に関わっている者を含めた人材の確保
 を図るとともに、住民主体の創意工夫の下で実施されている地域づくりを把握し、一
 体的に展開されるよう連携強化を一層進め、全ての関係者で地域を共に創っていく必
 要がある

包括的な支援体制の今後の在り方



6

県内市町の取組状況　　※包括的な支援体制に係る市町アンケート調査（Ｒ７年９月実施）
 区分 市町数

重層的支援体制整備事業を実施済 13

包括的な支援体制の整備に関する指針（厚労省）の主要項目を
全て実施 7

・包括的な支援体制の構築により、予防的に対応する案件が発生し、
 マンパワーが不足。
・重層的支援体制整備事業の実施にあたっての庁内の理解不足
・異動を伴う行政職員で担うことは難しく、ノウハウの蓄積も難しい。
 持続性・対応力のある体制の整備には、多機関協働のネットワークの
 充実・地域の人材育成等を進める必要がある。
・元気な方は就労していること、組織団体に加入するのを敬遠する方も増え
 る傾向にあり、ボランティアが育ちにくいため、地域住民との連携協働が
 進みにくい。

市町の課題認識

静岡県内の状況
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県の取組状況（市町支援）

　
 

静岡県内の状況

施策の視点 内容
包括的
支援体制
構築支援

個別の課題に応じた支援 ・アドバイザー派遣
 体制構築に向けた課題整理・助言

人材養成 ・多機関協働事業等の担当者養成研修

先進事例等情報の提供 ・市町向け研究会
 先進自治体の取組紹介、意見交換

意見交換の場の提供 ・ワークショップの開催（孤独・孤立対策）
 行政・NPO等の連携促進

相談対応
力強化

専門職種との連携体制構築 ・外部人材を活用した多職種相談会の実施支援

地域活動
参加促進

個別の課題に応じた支援 ・生活支援等の担い手確保に向けた講座等の実
 施支援
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本日、御意見をいただきたいポイント

市町の包括的な支援体制の構築について、県の市町支援の施策の
視点を以下のとおり認識しておりますが、各現場での課題・市町
とのやりとり等を踏まえ、加えるべき視点や支援の在り方、取組
のポイント等に関し、御教示願います。

【施策の視点】
 ▶個別の課題に応じた支援（アドバイザー派遣）

 ▶人材養成（研修の実施）

 ▶先進事例等情報の提供

 ▶連携体制の構築

 ▶意見交換の場の提供


